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 いま、立上ったばかりの組織である「ＮＰＯ法人 産業・環境創造リエゾンセンター」につ
いて、多くのことを話す段階ではないし、その材料もそろってはいない。筆者自身、これから
何年間かの時間と、研究仲間との協力によって〈新しい京浜工業地帯＝川崎〉の展開の調査・
研究をいよいよ開始する時点にたち至っているなかで、まとまった報告や意見を述べることは
できない。しかし、そうした状況にある筆者にとって、本年８月２日、３日の専修大学社会科
学研究所の川崎市調査で得たリエゾンセンターに関する情報は、誠に貴重なものであり、有難
いものであった。このことを前提にして、ほんの二、三点について雑感的めいた内容をもって、
報告にかわるものと御海容いただけるようお断わりして、本稿を提出することとする。 
 （１） さきにわれわれの研究テーマがいよいよ川崎の調査に入ることになったと記したが、
これまで大田区の中小企業について何時とはなく年月を費やしたが、この８月に「現代社会の
構想と分析」（現代社会構想・分析研究所刊「年報 第四号」）に大田区調査中間報告として、
報告書を発表した。その名のごとく大田区調査の中間報告ではあるが、すでにいくつかのとこ
ろで取り上げられ、とくに大田区の現地の専門家といってよい方々から、調査についてのわれ
われにとっては予想外であったがはげましをいただいている。くわしくは、その小雑誌をご参
照いただくしかないのだが、われわれにレクチャーをいただいた川崎市でも産業経済政策の中
枢におられる職員の方から、掲載されている戦後のわが国中小企業についての論文には、特別
の関心をおよせいただいている。 
 この「年報 第四号」でも明記しているように、大田区調査を京浜工業地帯の一環としてと
らえ、対象と研究の焦点を、われわれは拡大してきた。そこで、大田区の今後の調査と併行さ
せつつ、これまでそして最近もとくに中小企業で技術開発の点などで、関係のふかまっている
大田区－川崎市をあわせて問題とすることに決定し、それにとりくみはじめている。 
 （２）そのなかで、われわれは現在及び今後の川崎市を中心とする〈いわゆる京浜工業地帯〉
を、たしかに一方では「これまでの川崎との連続」の上で、とらえなくてはならぬと見ている
が、他方ではそれとは別に〈旧川崎との断絶＝京浜地帯の新生〉ととらえようと考えなくては
ならぬとみるようになってきている。 
 このことを証明する二つの重要なポイントとして、リエゾーン・センターが形をとってあら
われてきたとみている。昨年 11 月にアジア・サイエンス・パーク（A. S. P. A）協会のかなり
大々的な第九回大会が川崎市のイニシアティーブで開かれた。これについて筆者は、「地域研究
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の課題と方法－アジア・アフリカ社会研究入門－」（上・下巻 文化書房博文社刊 北川隆吉監
修 2006 年 9 月、12 月刊）の下巻で、ややくわしくとりあげておいた。そこでも、重要ないく
つかの点にふれておいたが、川崎市の産業振興政策、新産業政策をめぐる動向は、大げさにい
えば、アジア、世界とふかい関連をもちながら、すすんでいるとみるべきであろう。そうとら
えることで、川崎市＝京浜地域の変化の核心がとらえられると筆者たちは考えている。 
 （３）このことは次の二つのことによって検証されているといえる。その一つは、リエゾー
ン・センターは北九州の「エコ・シティー」構想とは異なっていて、川崎では「コンセプトを
もって展開している」とその設立趣旨が明記されているところにある。他の一つは、開始され
ている 60 社におよぶ尖端企業によって〈ロボット製造基地の建設〉を主軸に、そこにとどまり
はしないであろうが、臨海地区から東京副都心への新業種を開発する工業地帯が構想されてい
る。そして西へはタマ（多摩川沿いの）・リバー・バレーゾーンが建設され、このＶ字型を軸に
して、京浜工業地帯は新生されようとしている。このことが調査のなかでもあきらかにされて
いた。それは、こまこまとした、いってみれば低質なレベルのリエゾーン・センターへの調査
団の一部からの質問に対して、八木事務局長の明快な回答は一見レベルのずれを感じさせたが、
それだけに、日本を代表するトップレベルの企業の未来戦略をわれわれに提示してくれていた。 
 （４）今後のリエゾーン・センターの活動と実績については、おそらく目をはなすことので
きぬものとなるであろう。 
 もちろんその動き、展開が坦々と、すべてよしといった形ではすまないであろう。住民の〈く
らし〉とかかわっての交通、住宅、医療福祉関係の問題が変化し、それと深くかかわって、市
行政、県行政そして大きくは道州制をにらんでの諸問題が噴出する可能性もある。そこでは外
国の事例や、そのあとおいでの施策の線上からだけの提言などではすまず、地域住民のひろく
「自活」とかかわる問題との相克や衝突もおこりうる。すでに市行政内部でも、担当部局間の
きしみがいくらか見えはじめている感じがないでもない。 
 これらをふくめて、いくらか長いスパンを覚悟して、われわれの研究集団の作業もすすめら
れなくてはならない。ここに記したことも八月の本調査以前およびそれ以後に得たデーターや
インフォメーションがふくまれており、今回の調査で二度目の見学をさせていただいたゼロ・
ミッションの活動についても、いくらかの視点の変更・考慮が必要なように感じている。 
 ともかく、川崎・京浜そして日本の産業、工業、労働力などなどについての〈新しい研究の視
点〉と、それにもとづく調査研究が必要とされてきているのは間違いない。このことをあらため
て自覚し、その方向を見きわめる緒をたしかなものにできたのは、今回の調査・研究であった。
不十分な内容の報告を提出しているおわびとともに、これからといった気持でいるわれわれに
とっての様々のチャンスを、社研の活動が拓いて下さることを心より期待しておわりとする。 
